
証券コード　7284
2023年６月６日

株　主　各　位
神奈川県厚木市寿町三丁目１番１号ルリエ本厚木

取締役社長 飯 塚 　 清

第68回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第68回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあ
げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報(電子提供措
置事項)について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイト
に掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいま
すようお願い申しあげます。

　当社ウェブサイト　　https://www.meiwasangyo.co.jp/
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「IR情報」「IR資料室」「株
主総会資料」を順に選択いただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）の
ウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「盟和産
業」または「コード」に当社証券コード「7284」を入力・検索し、「基本情報」「縦
覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会
資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面（郵送）によって議
決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のう
え、2023年６月26日（月曜日）午後５時15分までに議決権を行使してくださいますよ
うお願い申しあげます。

［書面(郵送)による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に賛否をご表示され、2023年６月26日（月曜日）午後５時15分ま
でに到着するよう、ご返送くださいますようお願い申しあげます。

［インターネット等による議決権行使の場合］
　当社指定の議決権行使ウェブサイト(https://www.web54.net)にアクセスいただ
き、画面の案内にしたがって、2023年６月26日（月曜日）午後５時15分までに、議案
に対する賛否をご入力ください。
　なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、４頁の「インターネット
等による議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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1. 日 時 2023年６月27日（火曜日）午前10時　（受付開始時刻：午前９時）
2. 場 所 神奈川県厚木市中町二丁目13番１号

レンブラントホテル厚木　３Ｆ　相模「西・中」
(会場が前回と異なっておりますので、末尾の「株主総会会場ご
案内図」をご参照いただき、お間違えのないようご注意くださ
い。)

3. 目的事項
報 告 事 項 1.第68期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査
等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

2.第68期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

剰余金の処分の件
取締役(監査等委員である取締役を除く。)４名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

記

4.　その他株主総会招集に関する事項
⑴書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案
に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱
いいたします。

⑵インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた
議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

⑶インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、
インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたしま
す。

⑷代理人による議決権の行使につきましては、当社の議決権を有する他の株主
様１名を代理人として、その議決権を行使することとさせていただきます。
ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承くださ
い。

以　上
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・当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう、お願い
申しあげます。

・当日は、軽装（クールビズ）にて対応させていただきますので、ご了承賜りますようお願い申しあ
げます。株主の皆様におかれましても、軽装にてご出席くださいますようお願い申しあげます。

・株主総会にご来場の株主様へのお土産は取り止めさせていただいております。何卒ご理解の程お願
い申しあげます。

　本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書
面をお送りいたします。なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定
款第13条の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。

　①　連結計算書類の連結注記表

　②　計算書類の個別注記表

　従いまして、当該書面に記載している連結計算書類及び計算書類は、会計監査人及び監査等委員会
が監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であります。

　株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正すべき事情が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト及び東京証券取引所(東証)のウェブサイトにおいて、修正後の
事項を掲載させていただきます。

当社ウェブサイト　https://www.meiwasangyo.co.jp/
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行使

期限

2023年６月26日（月曜日）

午後５時15分入力完了分まで

インターネット等による議決権行使のご案内

　

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく

議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力

ください。
2

「スマート行使」での議決権行使は１回
に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数で

すがPC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に

記載の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力し

てログイン、再度議決権行使をお願いいたします。

※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイ

トへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコード

を読み取ってください。
1 議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用

議決権行使

ウェブサイト

ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用

議決権行使

ウェブサイト

ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

見 本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

※議決権行使書用紙はイメージです。

書面（郵送）およびインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行

使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をさ

れた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使

ウェブサイト
https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否を

ご入力ください。

議決権行使書用紙に記載された

「パスワード」をご入力ください。

議決権行使書用紙に記載された

「議決権行使コード」をご入力ください。
「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

議決権行使ウェブサイトにアクセス

してください。

「次へすすむ」を
クリック

1

2

3

4

パソコンやスマートフォン、携帯電話のインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイト

がご利用できない場合があります。

インターネットによる議決権行使に関するお問い合せ

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）
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事 業 報 告

( 2022年４月１日から
2023年３月31日まで )

1.　企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

①　当期の概況

　当連結会計年度における経済情勢は、新型コロナウイルス感染症に対する行

動制限が緩和され、経済社会活動の正常化が進んだものの、ウクライナ情勢の

長期化による資源・エネルギー価格の高騰、インフレの進行に伴う欧米諸国の

金融引締めと急激な為替変動等、予断を許さない状況が続いております。

　当社グループが属する自動車業界におきましては、中国のコロナ政策による

供給網の混乱は落ち着いてきたものの、半導体需給の逼迫等部品供給不足によ

る自動車の生産変動の影響に加え、原材料・エネルギー価格の高騰が続き、先

行き不透明な状況にあります。

　当連結会計年度（当社は2022年４月１日～2023年３月31日、海外子会社は

2022年１月１日～2022年12月31日）の業績につきましては、自動車の生産調整

の影響を受ける一方、為替換算の変動によるプラス影響もあり、売上高は

21,195百万円（前連結会計年度比7.7％増）となりました。

　損益面につきましては、受注変動に対して効率的な生産体制の構築を図ると

ともに、原材料価格やエネルギーコストの高騰に対して、原価低減・経費圧縮

に加えて価格高騰分の転嫁に取組み、通期では営業黒字を回復したものの、営

業利益68百万円（前連結会計年度比73.4％減）、経常損失25百万円（前連結会

計年度は経常利益220百万円）、親会社株主に帰属する当期純損失は73百万円

（前連結会計年度は親会社株主に帰属する当期純利益307百万円）となりまし

た。
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②　セグメント別の状況

(自動車部品)

　自動車の生産調整や原材料価格・エネルギー価格の高騰等の影響を受け、為

替換算の変動影響はあったものの、売上高19,284百万円（前連結会計年度比

7.5％増）、セグメント損失51百万円（前連結会計年度はセグメント利益137百

万円）となりました。

(住宅)

　住宅設備資材を中心に堅調に推移、売上高1,890百万円（前連結会計年度比

9.1％増）、セグメント利益115百万円（前連結会計年度比2.1％減）となりま

した。

(その他)

　売上高は20百万円（前連結会計年度比31.0％増）、セグメント利益は4百万

円（前連結会計年度比94.0％増）となりました。

(2) 設備投資の状況

当期中の設備投資額は総額 1,000百万円であります。これは、主として自動車

部品事業における受注品生産のための生産設備及び型治具等の取得であり、生産

能力の増強、合理化及び更新などを目的に行ったものであります。

(3) 資金調達の状況

　効率的で安定した運転資金の調達を行うため、当期において取引金融機関との

シンジケートローン契約を更改し、総額40億円のコミットメントライン契約及び

９億円のタームローン契約を締結しております。

(4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

(6) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　該当事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。
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(8) 対処すべき課題

当社グループが属する自動車業界におきましては、「100年に一度」と言われ

る業界の大変革（パラダイムシフト）が進む中、BEV（電気自動車）化、CN（カ

ーボンニュートラル）への対応強化が求められております。同時に、原材料・エ

ネルギーコスト高騰に加え、半導体供給問題も未だ完全な解決には至っておら

ず、足元での業績の確保も喫緊の課題となっております。このような事業環境の

もと、当社グループの対処すべき課題は以下の通りであります。

①　新製品・新技術開発と環境問題への取組強化

BEV化推進、CN実現等の社会的要請を念頭に置いた新製品、新技術の開発と

既存製品の改良を加速させます。更には、SDGs推進の観点からも技術開発を進

め、リサイクル材料の使用拡大を通じた、産業廃棄物の抑制、資源の有効活

用、および製品の軽量化による自動車のエネルギー効率改善等環境問題にも取

り組んでまいります。

②　収益力強化

半導体の供給変動や、電力、燃料・原材料価格等の高騰に対応した柔軟な生

産体制構築に向け、生産構造改革を推進するとともに、設計・生産準備・量産

の各段階を通じた原価低減強化、更には、設備省人化による工程見直し等を推

進し、収益力を強化しPBR（株価純資産倍率）向上に努めます。

③　市場開拓

自動車内装部品においては、新製品・新技術の提案により差別化、競争力を

高めると共に、グループ拠点間の連携・情報共有を強化して日系メーカーのグ

ローバル車種に加え、非日系取引先への受注拡大にも努めてまいります。

住宅事業では、住設分野の取引を更に深化させ、業容の拡大・安定化を図る

とともに、新規分野開拓を加速し有望な開発案件にリソースを重点投入して新

たな事業の柱を創出してまいります。

④　人材開発への取組み

人材開発による企業競争力の強化を目指し、性別、年齢、国籍を問わない適

材適所の人材の採用と教育研修の強化により、専門分野に拘わらず一人で多く

の役割を担うことのできるグローバル人材の育成に努め、組織と従業員の活性

化に努めてまいります。
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期別

項目 ( 2019年４月１日から
2020年３月31日まで )

第65期

　
( 2020年４月１日から

2021年３月31日まで )

第66期

　
( 2021年４月１日から

2022年３月31日まで )

第67期

　
( 2022年４月１日から

2023年３月31日まで )

第68期
（当連結会計年度)

売 上 高
百万円 百万円 百万円 百万円

22,361 18,311 19,679 21,195

経 常 利 益
又は経常損失
（△）

百万円 百万円 百万円 百万円

109 △525 220 △25

親会社株主に帰属
する当期純利益又
は親会社株主に帰
属する当期純損失

（△）

百万円 百万円 百万円 百万円

268 △1,028 307 △73

１ 株 当 た り
当期純利益又
は１株当たり
当 期 純 損 失
（△）

円 円 円 円

76.84 △293.88 87.88 △21.10

総 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

22,882 21,991 23,044 23,501

純 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

11,153 10,199 10,776 11,065

１ 株 当 た り
純 資 産 額

円 円 円 円

3,186.56 2,914.25 3,079.35 3,162.06

(9) 財産及び損益の状況の推移

①　企業集団の財産及び損益の状況

（注）1. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は期中平均発行済株式総数により、１株当
たり純資産額は期末発行済株式総数によりそれぞれ算出し、表示単位未満は四捨五入してお
ります。なお、期中平均発行済株式総数と期末発行済株式総数については、自己株式数を控
除しております。

2．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第67期の期首
から適用しており、第67期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数
値となっております。
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期別

項目 ( 2019年４月１日から
2020年３月31日まで )

第65期

　
( 2020年４月１日から

2021年３月31日まで )

第66期

　
( 2021年４月１日から

2022年３月31日まで )

第67期

　
( 2022年４月１日から

2023年３月31日まで )

第68期
(当事業年度)

売 上 高
百万円 百万円 百万円 百万円

17,646 14,170 14,878 15,852

経 常 利 益
又は経常損失
（△）

百万円 百万円 百万円 百万円

124 △486 44 24

当期純利益又
は当期純損失
（△）

百万円 百万円 百万円 百万円

407 △1,487 165 4

１ 株 当 た り

当期純利益又は

１株当たり当期

純 損 失 （ △ ）

円 円 円 円

116.43 △424.93 47.33 1.23

総 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

22,130 21,034 21,461 21,584

純 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

11,806 10,476 10,335 10,183

１ 株 当 た り
純 資 産 額

円 円 円 円

3,373.16 2,993.33 2,953.38 2,910.13

②　当社の財産及び損益の状況

（注）1．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は期中平均発行済株式総数により、１株当
たり純資産額は期末発行済株式総数によりそれぞれ算出し、表示単位未満は四捨五入してお
ります。なお、期中平均発行済株式総数と期末発行済株式総数については、自己株式数を控
除しております。

2．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第67期の期首

から適用しており、第67期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数

値となっております。

会　社　名 資本金 出資比率(％) 主要な事業内容

盟和（大連）汽車配件有限公司 1,004,100千円 100.00 自動車内装部品の製造・販売

盟和（佛山）汽車配件有限公司 1,200,000千円 100.00 自動車内装部品の製造・販売

MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC. 23,500千米ﾄﾞﾙ 100.00 自動車内装部品の製造・販売

MEIWA INDUSTRY(THAILAND)CO.,LTD. 432,000千ﾊﾞｰﾂ 100.00 自動車内装部品の製造・販売

(10) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

③　特定完全子会社に関する事項
　該当事項はありません。
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事 業 区 分 品 目 主 要 製 品 用 途

自動車部品事業

トランク内装品

トランクフロア・ラゲージフロア

トランクフロント

トランクリッド・バックドアトリム

トランクサイド・ラゲージサイド・ラゲージサイドトリム

デッキボード

トランクツールボックス

床材

フロント内張り部品

バック内張り部品

サイド内張り部品

高剛性床材

床下収納用部品

フ ロ ア 内 装 品

フロアマット

デッキマット

キャブフロアマット

室内床マット

バン系荷台マット

トラック系カバーシート

ル ー フ
嵌め込み天井

成形天井

天井内張り部品

〃

シートバックパネル

シートバックパネル

(フロント・セカンド・サード)

ネットアッシー

座席付帯部品

〃

そ の 他

スライドドアトリム・リヤサイドトリム

リヤシートクッションパッド

ピラーカバー

ダッシュサイレンサー

ティビアパッド

リヤフロアスペーサー

バッテリーカバー

室内内張り部品

リヤシート内部クッション部品

ピラー部内張り部品

遮音部品

衝突緩衝部品

床嵩上げ部品

バッテリー遮熱カバー

住宅事業
産 業 資 材

産業資材

〃

建築資材

土木資材

住宅設備部材等

遮音・防音材

床・壁・天井材等

遮水・止水・排水材等

不 動 産 販売用土地

その他 発泡プラスチック成形品等 梱包用緩衝材等 緩衝材等

(11) 主要な事業内容

　当社グループの事業区分別主要製品は次のとおりです。

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 神 奈 川 県 住 宅 営 業 部 神 奈 川 県

東 京 営 業 部 神 奈 川 県 長 野 工 場 長 野 県

東 海 営 業 部 岐 阜 県 甲 府 工 場 山 梨 県

広 島 営 業 所 広 島 県 岐 阜 工 場 岐 阜 県

中 国 統 括 部 中 華 人 民 共 和 国

(12) 営業所及び工場

①　当　社

（注）2023年４月１日、工場体制を主力品目別に２生産部体制に再編し、岐阜工場・甲府工場を第一

生産部、長野工場を第二生産部といたしました。
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名 称 所 在 地

盟和（大連）汽車配件有限公司 中 華 人 民 共 和 国

盟和（佛山）汽車配件有限公司 中 華 人 民 共 和 国

MEIWA INDUSTRY(THAILAND)CO.,LTD. タ イ 王 国

MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC. ア メ リ カ 合 衆 国

MEIWA INDUSTRIA MÉXICO, S.A. DE C.V. メ キ シ コ 合 衆 国

②　子会社

従 業 員 数 481名（前期比23名減）

従 業 員 数 230名（前期比14名減）

平 均 年 齢 43.8歳

平均勤続年数 21.2年

(13) 従業員の状況

①　企業集団の従業員数

（注）従業員数には、臨時及び嘱託従業員数（41名）は含んでおりません。

②　当社の従業員数

（注）従業員数には、臨時及び嘱託従業員数（38名）は含んでおりません。

借 入 先 借 入 金 残 高

百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,636

株 式 会 社 群 馬 銀 行 861

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 847

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 541

太 陽 生 命 保 険 株 式 会 社 500

(14) 主要な借入先の状況

(15) その他の企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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(1) 発行可能株式総数（普通株式） 9,408,000株

(2) 発行済株式総数（普通株式） 3,499,484株

（自己株式3,375株を除く）

(3) 株主数 3,705名

（前期末比196名増）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

太 陽 生 命 保 険 株 式 会 社 210,120 6.00

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 208,300 5.95

株 式 会 社 陽 栄 180,355 5.15

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 130,926 3.74

株 式 会 社 プ ラ イ ム ポ リ マ ー 119,200 3.40

江 川 　 源 112,800 3.22

黄 　 セ イ 博 106,700 3.04

三 井 物 産 プ ラ ス チ ッ ク 株 式 会 社 80,000 2.28

盟 和 産 業 従 業 員 持 株 会 69,579 1.98

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 66,478 1.89

2.　会社の株式に関する事項

(4) 大株主

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。

3.　会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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会社における地位 担当及び重要な兼職の状況 氏 名

代表取締役社長 飯 塚 　 清

取締役専務執行役員 自動車部品営業部門、住宅営業部門　担当

盟和（大連）汽車配件有限公司董事

盟和（佛山）汽車配件有限公司董事

MEIWA INDUSTRY(THAILAND)CO.,LTD.取締役

MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC.取締役

丸 茂 康 弘

取締役常務執行役員 技術開発部門、海外事業　担当

盟和（大連）汽車配件有限公司董事長

盟和（佛山）汽車配件有限公司董事長

MEIWA INDUSTRY(THAILAND)CO.,LTD.取締役

MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC.取締役

湯　澤　伊知郎

取締役 小峰公認会計士事務所　代表

内外テック株式会社　社外監査役

株式会社ルクス国際会計　代表取締役

小 峰 　 光

株式会社Olive Union　監査役

取締役　　　　　　　　

（監査等委員・常勤）

千 野 廣 司

取締役

（監査等委員）

弁護士、株式会社中村屋　社外監査役 原 　 秋 彦

取締役

（監査等委員）

森 山 弘 和

4.会社役員に関する事項

(1) 取締役の状況

(注)1.　取締役小峰　光氏並びに取締役(監査等委員)千野廣司氏、原　秋彦氏及び森山弘和氏は社外取締役で

あります。

2.　2023年４月1日付で、取締役副社長執行役員に丸茂康弘氏が選定され、就任いたしました。

3.　当期中の取締役の異動は次の通りであります。

①取締役小峰　光氏は、2022年６月29日開催の第67回定時株主総会で新たに選任され、就任いたしま

した。

②取締役三浦孝昭氏は、2022年６月29日開催の第67回定時株主総会の終結の時をもって退任いたし

ました。

4.　取締役(監査等委員)千野廣司氏は、金融機関で培った財務及び会計に関する相当程度の知見を有して

おります。

5.　情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために千野廣司氏を常勤の監査等委

員として選定しております。

6.　取締役小峰　光氏並びに取締役(監査等委員)千野廣司氏、原　秋彦氏及び森山弘和氏を、株式会社東

京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２に定める独立役員として届け出ております。

　(2) 責任限定契約の内容の概要

　　　会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、取締役（業務執行取締役等で

ある者を除く。）との間で、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、1,000万円又は法

令に規定されている最低責任限度額のいずれか高い額としております。
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　(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　　　当社は、保険会社との間で、当社の取締役及び執行役員等（当事業年度中に在

任していた者を含む。）を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定す

る役員等賠償責任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負担しておりま

す。

　　　当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任を負う

こと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害

を当該保険契約により保険会社が補填するものであり、１年毎に契約更新してお

ります。

　　　なお、当該保険契約では、当社が被保険者に対して損害賠償責任を追及する場

合は保険契約の免責事項としており、また、補填する額について限度額を設ける

ことにより、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措

置を講じております。

　　　次回更新時には同内容での更新を予定しております。

(4) 取締役の報酬等

　①　取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する方針等

　　　当社は、2021年２月24日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等

の内容にかかる決定方針を決議しております。

　　　決定方針の内容は次のとおりです。

　　　1)　基本方針

　　　　　取締役の報酬は、優秀な人材を確保できる水準、従業員給与水準を勘案し

つつ、当社グループの連結業績、株主還元等様々な視点から報酬額の妥当

性・内容を判断することを基本方針とする。

　　　　　具体的には、業務執行を担う取締役の報酬は基本報酬、業績連動報酬によ

り構成し、監督機能を担う社外取締役の報酬は基本報酬のみとする。

　　　2)　固定報酬の個人別の報酬等の額又は算定方法の決定方針

　　　　　取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位別、社外取締役に区分

し、当社経営環境、社外専門機関調査による他社水準等考慮し、適切な水準

で役位に応じ定期的に設定するものとする。

　　　3)　業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額又は数の算定方法の

決定方針

　　　　　業績連動報酬は、役員賞与として予め役位別に設定された支給額を、従業
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区分

報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる

役員の員数

（名）
基本報酬 業績連動

報酬等

非金銭

報酬等

取締役（監査等委員を除く）

(うち社外取締役)

82,343

(5,400)

82,440

(5,400)

△96

(－)

－

(－)

5

(2)

取締役（監査等委員）

(うち社外取締役)

16,200

(16,200)

16,200

(16,200)

－

(－)

－

(－)

3

(3)

合　計

(うち社外取締役)

98,543

(21,600)

98,640

(21,600)

△96

(－)

－

(－)

8

(5)

員の支給時に併せ、年に2回支給。経営上の目標達成状況を判断する客観的

な定量的数値として、連結経営計画における連結営業利益・連結経常利益・

親会社株主に帰属する当期純利益に対する達成度合及び株主還元等勘案し、

達成が見込まれる場合には予め設定された支給額を支給する。目標未達が想

定される場合、基本、役位別・責任度合に応じ減額での支給とする。

　　　　　なお、非金銭報酬は、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティ

ブプランを業績、他社水準、社会情勢等を勘案し適宜、導入の検討及び見直

しをする。

　　　4)　取締役の個人別の報酬等の額（全体）に対する割合の決定方針

　　　　　取締役の役位に応じ、また従業員支給水準を踏まえ、個別割合を設定する

ものとする。

　　　　　なお、報酬の種類ごとの比率の目安は、基本報酬を90％、業績連動報酬を

10％とする。

　　　5)　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方法

　　　　　取締役会にて様々な視点から報酬額の妥当性・内容を判断し報酬総額を決

議する。個別の支給額については予め設定されている役位別の水準等勘案

し、客観性・公平性を確保しつつ、取締役会が代表取締役に一任している。

　②　当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）1. 上表には、2022年６月29日開催の第67回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名を含

んでおります。

      2.　業績連動報酬等は、報酬等の基本方針に基づき、当社グループの連結業績、株主還元等より判断

し、決定しております。連結経営計画の達成度合を踏まえ、当事業年度においては役位別に一定

の割合で減額支給しております。

      　　上記業績連動報酬等の額には、前期末に引当計上した賞与額を全額返上した額が含まれておりま

す。
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区　分 氏　名 兼職の状況

社外取締役 小 峰 　 光

小峰公認会計士事務所　代表

内外テック株式会社　社外監査役

株式会社ルクス国際会計　代表取締役

株式会社Olive Union　監査役

社外取締役

(監査等委員)
原 　 秋 彦

弁護士

株式会社中村屋　社外監査役

      3.　取締役会は、代表取締役飯塚　清氏に対し、予め役位別に設定された支給額、責任度合、連結経営

計画への達成度合等を踏まえた賞与配分の決定を委任しております。委任した理由は各取締役の当

社全体の業績等への関与・責任度合について評価を行うには代表取締役が適していると判断したた

めであります。なお、委任するにあたり、同取締役会での、代表取締役からの役位別支給割合の表

明をもとに、各取締役個別賞与の配分について委任することを承認しており、当該報酬内容は、取

締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する方針等に沿うものと判断しております。

　　③　取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　　　　　取締役(監査等委員である取締役を除く。)の金銭報酬の額は、2021年６

月25日開催の第66回定時株主総会において年額２億円以内(うち社外取締役

分は年額20百万円以内)と決議しております（使用人兼務取締役の使用人分

給与は含まない。）。当該株主総会終結時の取締役(監査等委員である取締

役を除く。)の員数は、４名(うち社外取締役１名)です。

　　　　　監査等委員である取締役の金銭報酬の額は、2021年６月25日開催の第66

回定時株主総会において年額５千万円以内と決議しております。当該株主

総会終結時の監査等委員である取締役の員数は、３名(うち社外取締役３

名)です。

(5) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

（注）社外取締役及び社外取締役(監査等委員)の兼職の状況については上表に記載のとおりでありま

す。なお、兼職先である法人等と当社との間に特別な関係はありません。
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区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況 等

社外取締役 小 峰 　 光

2022年６月29日に社外取締役就任後、当期に開催された取締
役会13回中13回に出席し、疑問点等を明らかにするために適
宜意見を述べております。
主に公認会計士としての専門的見地から、取締役会では当該
視点から積極的に意見を述べており、特に企業会計・財務面
について専門的な立場から監督、助言等を行うなど、意思決
定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たして
おります。

社外取締役
（監査等委員）

千 野 廣 司

当期開催の取締役会17回中17回に出席し、疑問点等を明らか
にするために適宜意見を述べております。また、当期開催の
監査等委員会18回中18回に出席し、監査結果についての意見
交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。
金融機関で培った財務及び会計に関する知見、企業経営者と
しての経験等より、経営全般に亘り、取締役会・監査等委員
会にて、適宜、必要な発言を行っております。

社外取締役
（監査等委員）

原 　 秋 彦

当期開催の取締役会17回中15回に出席し、疑問点等を明らか
にするために適宜意見を述べております。また、当期開催の
監査等委員会18回中17回に出席し、監査結果についての意見
交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。
主に弁護士としての専門的見地から、取締役会では当該視点
から積極的に意見を述べており、特に国際的な企業法務の側
面にて監督、助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を
確保するための適切な役割を果たしております。

社外取締役
（監査等委員）

森 山 弘 和

当期開催の取締役会17回中17回に出席し、疑問点等を明らか
にするために適宜意見を述べております。また、当期開催の
監査等委員会18回中18回に出席し、監査結果についての意見
交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。
経営コンサルティングの知見、企業経営者としての経験等よ
り、特に各ステークホルダーの視点より、取締役会・監査等
委員会にて、適宜、必要な発言を行っております。

②　当事業年度における主な活動の状況
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33,000千円

33,000千円

5.　会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額

①　当事業年度に係る報酬等の額

②　当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査報酬の額を区分しておりませんので、上記金額には金融商品取引法に基づく監査の
報酬等の額を含めて記載しております。

　　　2. 当社の重要な子会社のうちMEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC.については、当社の会計
監査人以外の監査法人（外国における当該資格に相当する資格を有する者を含む）の監査
を受けております。

3. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り
の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報
酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する

議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主

総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

6.　会社の体制及び方針

(1) 業務の適正を確保するための体制

　当社グループは、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制その他業務の適正を確保するための体制（「内部統制システム構築

の基本方針」）を以下のとおり定めております。

 ① 当社及び当社子会社（以下、「当社グループ」という。）の取締役（海外子

会社の取締役相当職を含む。以下、「取締役等」という。）及び使用人の職

務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

 　1) 「企業理念」及び法令及び社会通念を遵守した行動を取るための｢企業行動
規範｣の徹底を図るとともに、コンプライアンス委員会が当社グループにお
けるコンプライアンスに関する取り組みを横断的に統括する。同委員会での
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協議・決定事項については当社グループの取締役等へ報告する。
 　2) 内部通報制度を活用して不正・違反行為等の早期発見と是正を図るものとす

る。
 　3) 反社会的勢力との関係を排除するとともに、反社会的勢力からの不当な要求

に対しては、警察・顧問弁護士等と緊密に連携し、当社グループを挙げて毅
然とした姿勢で対応する。

 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　文書帳票管理規程、情報管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文
書または電磁的媒体に記録し、保存する。取締役は文書帳票管理規程により常
時これらの文書等を閲覧できるものとする。

 ③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規定その他の体制

　当社グループで発生する可能性がある多様なリスクについては、コンプライ
アンス規程、リスク管理規程等の社内規程に基づき、コンプライアンス委員会
で「全部門で想定されるリスクガイドライン」を制定し、責任部署を明確化す
るとともに対策を立案し、実行する。同ガイドラインは必要に応じて見直しを
行うものとする。

 ④ 当社グループの取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた
めの体制

 　1) 当社取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基

礎として、当社取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨

時に開催する。

 　2) 連結およびグループ各社の中期経営計画・年度計画等の策定、当社グループ

の経営戦略に関わる重要事項については事前に経営会議において議論を行

い、その審議を経て執行決定を行うものとする。

 　3) 当社グループの業務執行に係る情報を当社各部門・グループ各社間で共有

し、適切かつ効率的な業務執行が行われるよう、各子会社を含め毎月定期的

に会議体を開催する。

 　4) 当社取締役会の決定に基づく業務執行については、業務分掌規程においてそ

れぞれの責任者及びその責任、執行手続の詳細について定めることとし、各

子会社においてもグループ会社管理規程のもと当社規程等に準じた業務分掌

規程等を整備するよう指導する。

 ⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

 　1) 担当取締役は、グループ各社においてコンプライアンス体制の整備が行われ
るよう努めるとともに、グループ各社から定期的に業務執行状況の報告を受
け適宜指導する。

 　2) 当社は、グループ会社管理規程に基づき、各子会社に対し、業績状況につい
ては毎月、その他決算状況、経営上の重要事項については定期的に当社に報
告することを義務付けている。

 　3) 当社内部監査室は、グループ会社管理規程に基づき、必要に応じて業務監
査・会計監査・組織、制度監査等の内部監査を実施する。

 　4) 当社は、財務報告の信頼性を確保するための金融商品取引法に規定された財
務報告に係る内部統制が有効に行われる体制を構築し、その仕組みが適正に
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機能することを継続的に評価し、不備があれば必要な是正を行う。

 ⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項

　内部監査室のスタッフの中から監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置

く。

 ⑦ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役（監査等委員である取締役

を除く。）からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関す

る事項

　監査等委員会より監査職務の遂行に必要な指示を受けた当該使用人は、その

指示に関して取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮・命令を受け

ないものとする。また当該使用人の人事異動・人事評価については、予め監査

等委員会と事前に協議を行い、同意を得たうえで決定する。

 ⑧ 当社グループの取締役等及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制

その他の監査等委員会への報告に関する体制

 　1) 監査等委員である取締役は、経営会議、コンプライアンス委員会その他社内
会議に出席するとともに、重要な議事録・稟議書等、随時閲覧できる体制と
し、必要に応じて、当社グループの取締役等及び使用人にその説明を求める
ことができるものとする。

 　2) 当社グループの取締役等及び使用人は、法令違反その他コンプライアンスに
関する重要な事項を発見したときは監査等委員会に報告する体制とする。

 　3) 監査等委員会へ報告を行った当社グループの取締役等及び使用人が、当該報
告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する体制とす
る。

 　4) 内部通報制度管理規程に基づき、社内窓口を担当部署と監査等委員会、外部
窓口を顧問弁護士とし内部通報制度を運用し、速やかに通報状況を窓口関係
者間で共有する体制とする。

 ⑨ 監査等委員会の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針

　監査等委員会がその職務の執行について当社に対して会社法第399条の２第４

項に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、

当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認

められた場合を除き、速やかにこれに応じるものとする。

 ⑩ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員会は、代表取締役社長、監査法人とそれぞれ定期的に意見及び情

報の交換を行う。また、監査等委員会は、職務遂行にあたり、必要に応じて公

認会計士、弁護士、コンサルタント等の外部専門家を活用できる体制とする。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

 ① 内部統制システム全般について

　当社グループは上記の（「内部統制システム構築の基本方針」）に基づき、

内部統制の整備と適切な運用を実施しております。

　また、内部監査室では事業年度ごとに「財務報告に係る内部統制の基本計画
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書」を策定し、取締役会での決議、コンプライアンス委員会での内容説明、さ

らに策定した計画の実施状況を取締役会で中間報告する等、適切な内部統制の

整備・運用・評価に努めております。

 ② コンプライアンス体制について

　当社はコンプライアンス委員会を設置し、当社グループのコンプライアンス

に関する課題の把握とその対応策の立案・実施をしております。

　また、社内各部署においては事業年度ごとに「コンプライアンス行動計画」

を策定し、「企業理念」、「企業行動規範」、各種関連法令等、全社員へのコ

ンプライアンス意識の浸透・高揚に努めております。

　法令違反・不正行為等の早期発見及び未然防止については、当社グループを

対象とした「内部通報制度管理規程」により、内部通報制度を周知し、社員に

対して不正防止・自浄作用等の意識向上を図っております。

 ③ リスク管理体制について

　事業年度ごとに、全社的な重要リスクの見直し作業を行い「全部門で想定さ

れるリスクガイドライン」を策定し、経営に重大な影響を及ぼす危機を未然に

防止すること、及び万一発生した場合の被害の極小化を図っております。

 ④ 子会社の管理体制について

　当社は「グループ会社管理規程」に基づき、海外業務部が主体となり、定期

的な会議体を開催し、各子会社からの業務執行状況・業績状況等、資料の提出

とともに報告を受け、業務の適正の確保に努めております。

　また、当社の内部監査室は監査等委員会と連携を図りながら、グループ各社

の業務監査、会計監査、組織・制度監査等の内部監査を実施しております。

 ⑤ 取締役の職務執行について

　当社の取締役会は、社外取締役４名を含む７名で構成されております。

　原則として毎月１回定時取締役会を開催し（当期は17回開催）、法令等に定

められた事項及び経営方針・経営計画の策定等、経営に関する重要事項を決定

しております。また、月次の経営業績の分析・対策・評価の検討、期中での経

営計画の見直し、中期経営計画の進捗状況の把握、計画対比乖離の分析、対応

等の協議、検討を行っております。

　当社グループの経営戦略に係る重要案件については、事前に経営会議におい

て議論を行っております。

　取締役会等の会議体において建設的な議論・意見交換ができるよう、議案及

び関連資料の事前配布を徹底し、全取締役に充分に検討する時間を確保してお

ります。

　取締役会の実効性評価については、前期と同様、全取締役を対象とした個別

アンケートにより実施し、取締役会出席メンバーにて評価結果による現状認

識・協議を行い、取締役会の議事運営は概ね適切であり、当社取締役会の実効

性は充分確保されているものと評価いたしました。今後も継続して取締役会の

実効性の向上に努めてまいります。

　なお、取締役会、経営会議等取締役が主催又は出席する会議体の議事録は、
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総合管理部が作成し管理しております。

 ⑥ 監査等委員の職務執行について

　当社の監査等委員会は、社外取締役３名で構成されており、原則として毎月

１回定時監査等委員会を開催しております（当期は18回開催)。

　また、監査等委員は取締役会への出席、常勤監査等委員は、監査等委員会事

務局の内部監査室及び総合管理部と連携し、経営会議及びその他の重要会議へ

の出席、取締役、経営陣幹部、従業員等からの業務執行状況の聴取等を通じ

て、取締役の職務執行の監査及び内部統制の整備、運用状況を確認しておりま

す。

　当社の内部統制システム全般のモニタリングについては、会計監査人、内部

監査室と連携し、定期的な情報交換を行っております。

　なお、必要に応じて監査等委員の指揮命令のもと、監査等委員会事務局の内

部監査室と総合管理部が監査等委員の職務を補助しております。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針

 ① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、特定の者による当社株式の大量取得行為の提案を受け入れるか否か

は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の向上に資するものであれば、こ

れを否定するものではなく、最終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきも

のであると認識しております。

　しかし、自動車内装部品製造という当社の経営にあたっては、取引先である

自動車メーカー等から長年に亘っていただいている信頼が重要であり、その基

盤となる当社独自の技術開発力・加工技術力の伝承と継続的な進化、製品の品

質・安全性・環境性能の高い水準での確保が必要不可欠であります。当社の財

務及び事業の方針の決定を支配する者において、これらに対する理解がない場

合には、当社の企業価値又は株主共同の利益の確保・向上が妨げられる可能性

があります。

　当社は、当社株式の大量取得行為が行われる場合、買付者からの必要かつ十

分な情報の提供なくしては、当該大量取得行為が当社の企業価値又は株主の皆

様の共同利益に及ぼす影響を、株主の皆様にご判断いただくことは困難である

と考えます。また、大量取得行為の中には、ステークホルダーとの良好な関係

を保持することができない可能性がある等、当社の企業価値の源泉が長期的に

みて毀損されるおそれがあるもの、当社の企業価値又は株主の皆様の共同利益

が損なわれるおそれのあるものも考えられます。

　上記の観点から、当社取締役会は、大量取得者に株主の皆様のご判断のため

の必要かつ十分な情報を提供するよう求めたうえ、大量取得者の提案が当社の

企業価値又は株主の皆様の共同利益に及ぼす影響について当社取締役会が評

価・検討できるようにするとともに、当社の企業価値・株主共同の利益を損な

う大量取得行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者と

して不適切であり、そのような者による大量取得行為に対して必要かつ相当な
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対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保す

ることが、株主の皆様から負託された者の責務であると考えております。

 ② 当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」

といいます。）の目的

　本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させる

ことを目的として、上記１に記載した基本方針に沿って導入されるものです。

　当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益に資さない大量取得行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決

定を支配する者として不適切であると考えています。本プランは、こうした不

適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する大量取得行為を抑止する

とともに、当社株式に対する大量取得行為が行われる際に、当社取締役会が株

主の皆様に代替案を提案する、あるいは株主の皆様がかかる大量取得行為に応

じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主の皆

様のために交渉を行うこと等を可能とすることを目的としております。

 ③ 本プランの概要

　本プランは、当社株券等の20%以上を買収しようとする者が現れた際に、買収

者に事前の情報提供を求める等、上記の目的を実現するために必要な手続を定

めております。

　買収者は、本プランに係る手続に従い、当社取締役会において本プランに基

づく対抗措置を発動しない旨が決定された場合に、当該決定時以降に限り当社

株券等の大量取得行為を行うことができるものとされています。

　買収者が本プランに定められた手続に従わない場合や当社株券等の大量取得

行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがある場合等

で、本プランに基づく対抗措置の発動要件を満たす場合等には、当社は、買収

者等による権利行使は原則として認められないとの行使条件及び当社が買収者

等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項が付

された新株予約権に係る新株予約権無償割当てその他の法令及び当社定款の下

でとりうる合理的な施策を実施します。本プランに従って新株予約権の無償割

当てがなされ、その行使又は当社による取得に伴って買収者以外の株主の皆様

に当社株式が交付された場合には、買収者の有する当社の議決権割合は、最大

約50%まで希釈化される可能性があります。

　当社は、本プランに基づく対抗措置（新株予約権の無償割当て）の発動、不

発動等の判断については、取締役の恣意的判断を排するため、当社経営陣から

独立した社外取締役及び社外の有識者等から構成される独立委員会を設置し、

その客観的な判断を経るものとしております。また、当社取締役会は、これに

加えて、本プラン所定の場合には、株主総会を開催し、株主の皆様の意思を確

認します。

　こうした手続の過程については、適宜株主の皆様に対して情報開示を行い、

その透明性を確保することとしております。
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　本件の詳しい内容につきましては、当社ホームページに記載しております

「当社株式の大量取得行為に関する対応策(買収防衛策)の導入について」

(https://www.ircms.jp/irexport/meiwa/file/a70740609653858.pdf)をご覧く

ださい。

(4)剰余金の配当等の決定に関する方針

　企業基盤強化のために必要な内部留保を確保しながら、安定的な配当の継続を

基本に、業績及び配当性向等を総合的に勘案して、配当を実施することを基本方

針としています。今後も、持続的な成長と企業価値の向上並びに株主価値の増大

に努めてまいります。

　当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき25円とさせていただきま

す。すでに、実施済みの中間配当金１株当たり25円とあわせまして、年間配当金

は１株当たり50円となります。
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連 結 貸 借 対 照 表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

繰 延 税 金 資 産

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

12,993,931

3,175,230

110,784

525,676

4,971,432

200,000

2,065,003

1,632,397

70,134

207,171

36,099

10,507,965

8,126,992

2,498,466

115,463

1,798,186

17,633

447,977

2,365,466

598,088

285,710

414,241

370,307

43,584

349

1,966,731

853,172

24,350

600,980

124,789

383,174

△19,735
　

（負　債　の　部）

流 動 負 債 8,986,852

支 払 手 形 2,423,113

買 掛 金 1,863,370

短 期 借 入 金 3,267,700

１年内返済予定の長期借入金 440,862

リ ー ス 債 務 169,670

未 払 金 389,108

未 払 法 人 税 等 13,398

未 払 消 費 税 等 13,460

未 払 費 用 172,244

預 り 金 30,646

賞 与 引 当 金 30,656

設 備 支 払 手 形 150,933

そ の 他 21,687

固 定 負 債 3,449,458

長 期 借 入 金 1,509,670

リ ー ス 債 務 245,584

長 期 未 払 金 1,630

退職給付に係る負債 1,646,738

そ の 他 45,835

負 債 合 計 12,436,310

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 9,590,747

資 本 金 2,167,399

資 本 剰 余 金 2,377,042

利 益 剰 余 金 5,050,073

自 己 株 式 △3,767

その他の包括利益累計額 1,474,838

その他有価証券評価差額金 137,024

為 替 換 算 調 整 勘 定 1,373,963

退職給付に係る調整累計額 △36,149

純 資 産 合 計 11,065,585

資 産 合 計 23,501,896 負債及び純資産合計 23,501,896

（2023年３月31日現在）

(単位：千円)
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連 結 損 益 計 算 書

( 2022年４月１日から
2023年３月31日まで )

科 目 金 額

売 上 高 21,195,973

売 上 原 価 18,245,062

売 上 総 利 益 2,950,910

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,882,576

営 業 利 益 68,333

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,606

受 取 配 当 金 29,724

受 取 補 償 金 4,310

補 助 金 収 入 12,051

そ の 他 営 業 外 収 益 26,219 76,912

営 業 外 費 用

支 払 利 息 67,265

支 払 手 数 料 81,243

為 替 差 損 5,607

そ の 他 営 業 外 費 用 16,395 170,512

経 常 損 失 △25,265

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 7,504

減 損 損 失 22,602 30,107

税金等調整前当期純損失 △55,372

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,668

法 人 税 等 調 整 額 7,790 18,458

当 期 純 損 失 △73,831

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失

△73,831

(単位：千円)
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連結株主資本等変動計算書

( 2022年４月１日から
2023年３月31日まで )

株　　　主　　　資　　　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 2,167,399 2,377,042 5,298,887 △3,589 9,839,738

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △174,982 △174,982

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 損 失

△73,831 △73,831

自 己 株 式 の 取 得 △177 △177

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

連結会計年度中の変動額合計 － － △248,813 △177 △248,991

当連結会計年度末残高 2,167,399 2,377,042 5,050,073 △3,767 9,590,747

その他の包括利益累計額

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計

当連結会計年度期首残高 118,063 865,537 △46,622 936,978 10,776,717

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △174,982

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 損 失

△73,831

自 己 株 式 の 取 得 △177

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

18,960 508,425 10,473 537,859 537,859

連結会計年度中の変動額合計 18,960 508,425 10,473 537,859 288,868

当連結会計年度末残高 137,024 1,373,963 △36,149 1,474,838 11,065,585

(単位：千円)
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貸 借 対 照 表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

関係会社短期貸付金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

繰 延 税 金 資 産

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

9,652,073

1,314,082

49,369

525,676

4,495,604

200,000

1,537,067

605,095

41,701

197,098

667,700

18,677

11,932,215

4,715,697

1,078,887

43,451

509,481

611

196,739

2,024,669

593,887

267,968

51,503

11,562

39,784

156

7,165,015

853,172

3,354,374

24,350

2,180,200

578,752

124,789

69,111

△19,735
　

（負　債　の　部）

流 動 負 債 8,231,816

支 払 手 形 2,423,113

買 掛 金 1,452,059

短 期 借 入 金 3,267,700

１年内返済予定の長期借入金 274,280

リ ー ス 債 務 163,035

未 払 金 356,467

未 払 法 人 税 等 13,228

未 払 費 用 85,381

預 り 金 9,967

賞 与 引 当 金 30,656

設 備 支 払 手 形 150,933

そ の 他 4,993

固 定 負 債 3,168,515

長 期 借 入 金 1,337,160

リ ー ス 債 務 234,160

長 期 未 払 金 1,630

退 職 給 付 引 当 金 1,594,665

そ の 他 900

負 債 合 計 11,400,332

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 10,046,932

資 本 金 2,167,399

資 本 剰 余 金 2,386,743

資 本 準 備 金 1,696,397

そ の 他 資 本 剰 余 金 690,345

利 益 剰 余 金 5,496,556

利 益 準 備 金 414,702

そ の 他 利 益 剰 余 金 5,081,854

償却資産圧縮積立金 2,865

土 地 圧 縮 積 立 金 61,460

別 途 積 立 金 4,450,000

繰 越 利 益 剰 余 金 567,529

自 己 株 式 △3,767

評 価 ・ 換 算 差 額 等 137,024

その他有価証券評価差額金 137,024

純 資 産 合 計 10,183,956

資 産 合 計 21,584,288 負債及び純資産合計 21,584,288

（2023年３月31日現在）

(単位：千円)
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損 益 計 算 書

( 2022年４月１日から
2023年３月31日まで )

科 目 金 額

売 上 高 15,852,892

売 上 原 価 13,686,906

売 上 総 利 益 2,165,986

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,006,247

営 業 利 益 159,738

営 業 外 収 益

受 取 利 息 18,561

受 取 配 当 金 29,724

そ の 他 営 業 外 収 益 14,702 62,988

営 業 外 費 用

支 払 利 息 64,159

支 払 手 数 料 79,762

為 替 差 損 46,289

そ の 他 営 業 外 費 用 8,202 198,412

経 常 利 益 24,314

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,866

減 損 損 失 389 2,255

税 引 前 当 期 純 利 益 22,058

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,605

法 人 税 等 調 整 額 7,154 17,759

当 期 純 利 益 4,298

(単位：千円)
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株主資本等変動計算書

( 2022年４月１日から
2023年３月31日まで )

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他
利益剰余金
（注）

利益剰余金
合計

当 期 首 残 高 2,167,399 1,696,397 690,345 2,386,743 414,702 5,252,538 5,667,240

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △174,982 △174,982

当 期 純 利 益 4,298 4,298

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

事業年度中の変動額合計 － － － － － △170,684 △170,684

当 期 末 残 高 2,167,399 1,696,397 690,345 2,386,743 414,702 5,081,854 5,496,556

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △3,589 10,217,793 118,063 118,063 10,335,857

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △174,982 △174,982

当 期 純 利 益 4,298 4,298

自 己 株 式 の 取 得 △177 △177 △177

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

18,960 18,960 18,960

事業年度中の変動額合計 △177 △170,861 18,960 18,960 △151,900

当 期 末 残 高 △3,767 10,046,932 137,024 137,024 10,183,956

(単位：千円)

－ 31 －



償却資産
圧縮積立金

土地圧縮
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

合　　計

当 期 首 残 高 3,037 61,460 4,450,000 738,041 5,252,538

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △174,982 △174,982

当 期 純 利 益 4,298 4,298

自 己 株 式 の 取 得 －

償却資産圧縮積立金の取崩 △172 172 －

事業年度中の変動額合計 △172 － － △170,511 △170,684

当 期 末 残 高 2,865 61,460 4,450,000 567,529 5,081,854

（注）その他利益剰余金の内訳

(単位：千円)
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 新名谷　寛昌

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 越　智　一成

 独立監査人の監査報告書 

2023年５月22日

盟 和 産 業 株 式 会 社

取 締 役 会　御 中

有 限 責 任　あ ず さ 監 査 法 人
　　横 浜 事 務 所

　
監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、盟和産業株式会社の2022年４月１日から

2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、盟和産業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期

間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会

社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人

は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの

整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお

いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相

違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤

りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事
項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査
証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能
性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び
内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関し
て責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。

以　上
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 新名谷　寛昌

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 越　智　一成

 独立監査人の監査報告書 

2023年５月22日

盟 和 産 業 株 式 会 社

取 締 役 会　御 中

有 限 責 任　あ ず さ 監 査 法 人
　　横 浜 事 務 所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、盟和産業株式会社の2022年４月１
日から2023年３月31日までの第68期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につい
て監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容
を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの
整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告書謄本
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計算書類等に対する経営者並びに監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め
られる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不
確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基
づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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　 監　査　報　告　書 　
当監査等委員会は、2022年4月1日から2023年3月31日までの第68期事業年度における取締役の職

務の執行について監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。
1. 監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決
議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)について取締役及
び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門等と連

携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項
の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子
会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か
ら事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方針及び同号ロの各
取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容につい
て検討を加えました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品
質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。
③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関す
る基本方針は相当であると認めます。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条
第3号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損な
うものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めま
す。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

社外監査等委員(常勤） 千 野 廣 司 ㊞
社外監査等委員 原 　 秋 彦 ㊞
社外監査等委員 森 山 弘 和 ㊞

2023年５月22日
盟和産業株式会社　監査等委員会

　

監査等委員会の監査報告書謄本

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

期末配当に関する事項

　第68期の期末配当につきましては、企業基盤強化のために必要な内部留保を

確保しながら、安定的な配当の継続を基本に、業績及び配当性向等を総合的に

勘案して、以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金25円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は87,487,100円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　2023年６月28日といたしたいと存じます。
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候補者
番　号

氏 名
（生　年　月　日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当　　社
株式の数

１

いい

飯
 

　
づか

塚
 

　
 

　
 

　
きよし

清

（1952年４月12日生）

男性

2005年12月 株式会社三井住友銀行より当社へ出向、
理事（総務部専任部長）

2006年６月 当社執行役員管理部門副担当
2007年６月 当社取締役執行役員管理部門、海外事業

推進、内部統制副担当
2008年６月 当社取締役常務執行役員管理部門（企画

部）担当、海外事業推進担当
2010年６月 当社取締役常務執行役員管理部門、海外

業務部、内部統制担当
2013年６月 当社取締役専務執行役員管理部門、海外

業務部、内部統制担当
2015年４月 当社取締役副社長執行役員、社長補佐、管

理部門、海外業務部、内部統制担当
2017年４月 当社代表取締役社長

現在に至る

37,563株

（選任理由）
飯塚　清氏は、海外での豊富な実務経験、さらに当社グループ内における海外事業の推
進、管理部門を担当するなど幅広い見識を有し、2017年４月より当社の代表取締役社長を
務め、グループ全体の経営の指揮を執り企業価値の向上を強力に推進しております。その
実績、能力、人格、見識とも優れていることから、引き続き取締役候補者といたしまし
た。

　　第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員

（４名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。つきましては、改

めて取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、意見は

ございませんでした。

　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏 名
（生　年　月　日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当　　社
株式の数

２

まる

丸
 

　
も

茂
 

　
やす

康
 

　
ひろ

弘

（1959年２月22日生）

男性

1982年４月 当社入社
2005年６月 当社甲府工場長
2007年12月 当社東海営業部長
2009年６月 当社執行役員自動車部品営業部門副担

当、東海営業部長
2012年３月 MEIWA INDUSTRY(THAILAND)CO.,LTD.社長
2015年11月 当社執行役員自動車部品営業部門副担

当、東京営業部長兼群馬営業所長
2019年４月 当社常務執行役員自動車部品営業部門

（東京営業部）担当、東京営業部長兼群
馬営業所長

2020年１月 当社常務執行役員自動車部品営業部門担当
2020年４月 当社専務執行役員自動車部品営業部門担当
2020年６月 当社取締役専務執行役員自動車部品営業

部門担当
2021年６月 当社取締役専務執行役員自動車部品営業

部門、住宅営業部門担当
2023年４月 当社取締役副社長執行役員自動車部品営

業部門、住宅営業部門担当
現在に至る
〈重要な兼職の状況〉
盟和（大連）汽車配件有限公司董事
盟和（佛山）汽車配件有限公司董事
MEIWA INDUSTRY(THAILAND)CO.,LTD.取締役
MEIWA INDUSTRY NORTH AMERICA,INC.取締役

8,883株

（選任理由）
丸茂康弘氏は、技術開発、生産部門での豊富な実務経験、ASEANへの拠点進出から生産拠
点構築・運営と経営者として携わり、現在営業部門担当としての陣頭指揮等、グループ全
体の企業価値の向上を強力に推進しております。その実績、能力、人格、見識とも優れて
いることから、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

氏 名
（生　年　月　日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当　　社
株式の数

３

※
はら

原　
 

　　
あき

秋
 

　
ひこ

彦

（1952年10月11日生）

男性

1980年４月 弁護士登録
1985年５月 米国ニューヨーク州　弁護士登録
1992年７月 三井安田法律事務所参加
1994年６月 株式会社中村屋　社外監査役

現在に至る
2004年２月 日比谷パーク法律事務所参加

現在に至る
2011年６月 当社社外監査役
2013年６月 当社社外取締役
2021年６月 当社社外取締役(監査等委員である取締

役)
現在に至る
〈重要な兼職の状況〉
弁護士
株式会社中村屋　社外監査役

200株

（選任理由及び期待される役割の概要）
原　秋彦氏は、法律の専門家として豊かな経験と専門知識を有することから、社外取締役 
としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、引き続き社外取締役候補者とい 
たしました。同氏は、これまで直接会社経営に関与された経験はありませんが、企業法務 
の分野を専門としており、経営の監督機能の観点から社外取締役としての職務を適切に遂 
行することができるものと判断しております。
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候補者
番　号

氏 名
（生　年　月　日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当　　社
株式の数

４

※
いち

市　
かわ

川　
いち

一　
ろう

郎

（1958年５月10日生）
男性

1983年４月 キヤノン株式会社　入社
1985年10月 監査法人朝日会計社（現有限責任 あず

さ監査法人）入社
1989年８月 公認会計士登録
2014年９月 あずさ監査法人（現有限責任 あずさ監

査法人）退社
2014年12月 SWEAT CAPITAL株式会社設立　代表取締

役
           現在に至る
2015年12月 株式会社ユニメディア　社外監査役
           現在に至る
2017年１月 株式会社インフォバーングループ本社

(現株式会社メディアジーン)社外監査役
2019年６月 伊藤ハム米久ホールディングス株式会社　

社外監査役
〈重要な兼職の状況〉
SWEAT CAPITAL株式会社　代表取締役
株式会社ユニメディア　社外監査役

0株

（選任理由及び期待される役割の概要）
市川一郎氏は、会計の専門家として豊かな経験と専門知識を有することから、社外取締役
としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、社外取締役候補者といたしまし
た。同氏は、企業経営者としての経験・知見を有するとともに、企業会計の分野を専門と
しており、幅広く経営に対しての監督・助言を期待しております。

（注）1. ※印は、新任の候補者であります。
2. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
3. 原　秋彦氏及び市川一郎氏は社外取締役候補者であります。
4. 原　秋彦氏の当社社外取締役就任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって10年となりま

す。なお、同氏は過去に当社の社外監査役・社外監査等委員であったことがあります。
5. 原　秋彦氏は2023年６月29日をもって、株式会社中村屋の社外監査役を退任する予定であり

ます。
6. 責任限定契約について
   会社法第427条第１項に基づき、原　秋彦氏との間で責任限定契約の締結しております。当

該責任限定契約に基づく損害賠償責任の限度額は、1,000万円又は法令に定める金額のいず
れか高い額を限度とするものであります。原　秋彦氏、市川一郎氏の選任が承認された場合
は、原　秋彦氏との当該契約を継続、市川一郎氏と当該契約を締結する予定であります。

7. 当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約
   を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の15頁に記載のとおりです。各候

補者が取締役に選任された場合には、当該保険契約の被保険者に含められることとなりま
す。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

8. 原　秋彦氏を株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程436条の２に定める独立役員とし
て同取引所に届け出ており、同氏の選任が承認された場合には、引き続き独立役員となる予
定であります。また、市川一郎氏を株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程436条の２
に定める独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

9. 各候補者の所有する当社株式の数は、所有する株式数に役員持株会での持分を合算して表示
しております。
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候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当　　社
株式の数

１

もり

森
 

　
やま

山
 

　
ひろ

弘
 

　
かず

和
（1950年７月１日生）

男性

1969年４月 山一證券株式会社入社
1974年７月 株式会社山一証券経済研究所出向
1994年４月 同社経営調査部長
1998年２月 株式会社森山弘和事務所代表取締役社長
2005年４月 株式会社レコフ常務執行役員
2008年５月 株式会社森山事務所代表取締役社長
2015年６月 当社社外監査役
2016年６月 株式会社はせがわ　社外取締役
2021年６月 当社社外取締役(監査等委員である取締

役)
           現在に至る

0株

（選任理由及び期待される役割の概要）
森山弘和氏は、経営コンサルティングに関する幅広い知見を有し、また企業経営者とし
て豊富な経験を有することから、当社の社外取締役としての職務を適切に遂行していた
だけるものと判断し、引き続き監査等委員である取締役の候補者といたしました。同氏
の経営コンサルティングの経験等からの幅広い視点からの経営全般に亘る監視・助言を
期待しております。

２

※
こ

小　
みね

峰　　　
ひかり

光
（1971年10月27日生）

女性

1999年10月 中央監査法人入社
2004年４月 公認会計士登録
2009年10月 あらた監査法人入社
2018年９月 小峰公認会計士事務所開設
           現在に至る
2019年６月 内外テック株式会社　社外監査役
           現在に至る
2022年６月 当社社外取締役
           現在に至る
2022年11月 株式会社ルクス国際会計　代表取締役
           現在に至る
2023年１月 株式会社Olive Union　監査役
           現在に至る

〈重要な兼職の状況〉
小峰公認会計士事務所　代表
内外テック株式会社　社外監査役
株式会社ルクス国際会計　代表取締役
株式会社Olive Union　監査役

0株

（選任理由及び期待される役割の概要）
小峰　光氏は、会計の専門家として豊かな経験と専門知識を有することから、社外取締
役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、監査等委員である取締役の
候補者といたしました。同氏は、企業会計に関する幅広い知識と経験を有しており、専
門的な立場からの監督・助言を期待しております。

第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

　監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了と

なります。つきましては、改めて監査等委員である取締役３名の選任をお願いい

たしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当　　社
株式の数

３

※
かじ

梶　
たに

谷　
たい

太　
さく

作
（1961年１月14日生）

男性

1983年４月 株式会社太陽神戸銀行（現株式会社三井
住友銀行）入行

2007年４月 株式会社三井住友銀行筑後法人営業部長
2009年４月 同行日比谷法人営業第三部長
2011年４月 同行人材開発部(大阪)部長
2014年９月 株式会社陽栄ホールディング　取締役兼

執行役員
2015年６月 株式会社陽栄ホールディング　取締役兼

常務執行役員
　　　　　　 株式会社陽栄　取締役兼常務執行役員
2017年６月 株式会社陽栄ホールディング　代表取締

役兼専務執行役員
株式会社陽栄　代表取締役兼専務執行役
員

2021年６月 株式会社陽栄ホールディング　代表取締
役副社長
株式会社陽栄　代表取締役副社長

2023年６月 株式会社陽栄ホールディング　シニア・
アドバイザー
現在に至る

0株

（選任理由及び期待される役割の概要）
梶谷太作氏は、金融機関で培った財務及び会計に関する幅広い知見を有し、また企業経
営者として豊富な経験を有することから、当社の社外取締役としての職務を適切に遂行
していただけるものと判断し、監査等委員である取締役の候補者といたしました。同氏
の幅広い企業経営者視点に基づいた財務・会計面に関する監視・助言を期待しておりま
す。

（注）1. ※印は、新任の候補者であります。
2. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
3. 森山弘和氏、小峰　光氏及び梶谷太作氏は社外取締役候補者であります。
4. 森山弘和氏の当社社外取締役就任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって、２年とな

ります。なお、同氏は過去に当社の社外監査役であったことがあります。
5. 小峰　光氏の当社社外取締役就任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって、１年とな

ります。
6. 責任限定契約について

会社法第427条第１項に基づき、森山弘和氏及び小峰　光氏との間で責任限定契約を締結
しております。当該責任限定契約に基づく損害賠償責任の限度額は、1,000万円又は法令
に定める金額のいずれか高い額を限度とするものであります。また、森山弘和氏、小峰　
光氏の選任が承認された場合は、各氏との当該契約を継続、梶谷太作氏と当該契約を締結
する予定であります。

7. 当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契
約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の15頁に記載のとおりです。
各候補者が監査等委員である取締役に選任された場合には、当該保険契約の被保険者に含
められることとなります。
また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

8. 森山弘和氏、小峰　光氏を株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程436条の２に定め
る独立役員として同取引所に届け出ており、各氏の選任が承認された場合には、森山弘和
氏、小峰　光氏は引き続き独立役員となる予定であります。

9. 梶谷太作氏を株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程436条の２に定める独立役員と
して同取引所に届け出る予定であります。
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氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当　　社
株式の数

う

宇
 

 
さ

佐
 

 
み

美
 

 
まさ

雅
 

 
ひこ

彦
（1952年４月27日生）

男性

1976年４月 三井信託銀行株式会社（現三井住友信託
銀行株式会社）入行

2003年７月 中央三井信託銀行株式会社（現三井住友
信託銀行株式会社）証券代行部法務グル
ープ　法務担当部長

2012年４月 三井住友信託銀行株式会社証券代行コン
サルティング部　法務担当部長

2017年３月 三井住友信託銀行株式会社　退社

0株

（選任理由及び期待される役割の概要）
宇佐美雅彦氏は、金融機関で長年にわたり培った会社法等の実務法務全般に関する豊富
な経験と幅広い識見を有することから、当社の社外取締役としての職務を適切に遂行し
ていただけるものと判断し、引き続き補欠の監査等委員である取締役の候補者といたし
ました。同氏は、これまで直接会社経営に関与された経験はありませんが、会社法等の
実務法務全般を専門としており、専門的な立場からの監督・助言を期待しております。

第４号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

　2021年６月25日開催の第66回定時株主総会において補欠の監査等委員である取

締役に選任された宇佐美雅彦氏の選任の効力は本総会の開始の時までとされてお

りますので、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合

に備え、改めて補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと

存じます。

　なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

　補欠の監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）1. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 宇佐美雅彦氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
3. 責任限定契約について

会社法第427条第１項に基づき、宇佐美雅彦氏が監査等委員である取締役に選任され就任
した場合には、同氏との間で責任限定契約を締結する予定であります。当該責任限定契約
に基づく損害賠償責任の限度額は、1,000万円又は法令に定める金額のいずれか高い額を
限度とするものであります。

4. 当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約
を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の15頁に記載のとおりです。宇
佐美雅彦氏が監査等委員である取締役に選任され就任した場合には、当該保険契約の被保
険者に含められることとなります。
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人
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・
人
材
育
成

取締役 飯塚　　清 ○ ○ ○ ○ ○ ○

取締役 丸茂　康弘 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

社外取締役 原　　秋彦 ○ ○ ○

社外取締役 市川　一郎 ○ ○ ○ ○ ○ ○

社外取締役(監査等委員) 森山　弘和 ○ ○ ○ ○

社外取締役(監査等委員) ※小峰　　光 ○ ○ ○ ○

社外取締役(監査等委員) 梶谷　太作 ○ ○ ○ ○ ○

【ご参考】スキルマトリックス
　当社の取締役候補者が有しているスキル・専門分野・経験は次のとおりです。

【2023年６月27日以降予定する取締役会の構成】

(注)　1.取締役候補者の有するすべてのスキルや、専門的な知見を表するものではありません。

　　　2.※は性別(女性)を表しております。
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